
 

 

 
 

 

 

中東情勢の悪化によるエネルギー供給の不安定化や原油価格の高騰などが、県内経済

や企業に与える影響について情報共有を行うため、国際経済情勢に係る長野県連絡協議

会実務者連絡会※を開催します。 

また、県内相談窓口で経営・金融・雇用支援相談を受け付けます。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

長野県（産業労働部）プレスリリース 令和８年（2026 年）３月 12 日 

（問合せ先） 

産業労働部 産業政策課（企画担当） 

 （担当）久宝、永島、力、堀内 

電 話 026-235-7205（直通） 

026-232-0111（代表）内線 2925 

F A X 026-235-7496 

E-mail sansei@pref.nagano.lg.jp 

    

    

 

 

 

                     

○実務者連絡会の開催について 

１ 日時及び会場 

日時：令和８年３月 17 日（火）13 時 15 分から 13 時 45 分まで  

会場：オンライン（長野県庁 本館３階 特別会議室で傍聴可能です。） 

２ 出席団体（予定） 
・(一社)長野県経営者協会       ・長野県中小企業団体中央会 

・(一社)長野県商工会議所連合会    ・長野県商工会連合会 

・長野県農業協同組合中央会・各連合会 ・日本政策金融公庫 長野支店 

・ジェトロ長野            ・(独)中小企業基盤整備機構 関東本部 

・(公財)長野県産業振興機構      ・経済産業省関東経済産業局  

・日本銀行松本支店（オブザーバー）  ・長野県信用保証協会（関係者） 

・長野県（産業政策監 ほか） 

３ 内容 

中東情勢の悪化による県内経済・企業への影響についての情報共有 等 

４ その他 

 会議は公開で行います（事前申込不要）。 

※国際経済情勢に係る長野県連絡協議会 実務者連絡会について 
  昨今の国際情勢の急激な変化に迅速に対応するため、令和７年４月に設置した「米国関税に 

  係る長野県連絡協議会」を「国際経済情勢に係る長野県連絡協議会」に改組し、国際経済情勢 

  全般への対応を進めていきます。実務者連絡会は、協議会の設置要領に基づき開催します。 

○中東情勢の影響に関する相談窓口について 
米国関税措置への対応として設置した経営・金融・雇用支援相談等の相談窓口におい

て、今般の中東情勢悪化の影響に関する相談にも対応します。 

  設置場所｜産業労働部、農政部、地域振興局商工観光課 ※詳細は別紙のとおり 

  相談時間｜月曜日から金曜日（祝日を除く） 午前９時から午後４時 30 分まで 

 

中東情勢に係る実務者連絡会を開催するとともに 
県内相談窓口で相談を受け付けます 

 


